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本資料についての注意点本資料についての注意点

•• 本資料に含まれる業績目標等の将来数値に本資料に含まれる業績目標等の将来数値に
つきましては、現時点で入手可能な情報につきましては、現時点で入手可能な情報に
基づき当社グループで判断したものであります。基づき当社グループで判断したものであります。

•• 将来数値には様々な不確実要素が内在しており、将来数値には様々な不確実要素が内在しており、
実際の業績はこれらの将来数値と異なる場合が実際の業績はこれらの将来数値と異なる場合が
ありますので、この将来数値に全面的に依拠してありますので、この将来数値に全面的に依拠して
投資等の判断を行なうことは差し控えてください。投資等の判断を行なうことは差し控えてください。
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プレゼンテーションのポイントプレゼンテーションのポイント

l ACCESSソフトウェアの全世界に対する累積出荷台数、および、搭
載製品数は、それぞれ８５９０万台、２３０機種（2003年2月末
時点）と順調に拡大

l 国内では、FOMAを初めとする各種携帯電話、L-mode、PDA等の
出荷が順調であり、前期（19期）は単体での通期黒字化を達成

l 海外では、国際i-modeを初めとする海外向け携帯電話の出荷拡大、
および、MMSクライアント、Java等のブラウザ以外のソフトウェ
アの出荷が拡大したことにより、グローバルな事業拡大の基盤固
めができた

l このようにグローバルな事業展開が軌道に乗ってきたことを受け、
19期の第４四半期では、連結での黒字化を達成

l 前期からの課題である“海外事業のガバナンス強化”については、
既に対応策を講じており、今期（20期）の連結黒字化達成への道
筋を付けた
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１．19期の製品出荷概況
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搭載製品数・出荷台数搭載製品数・出荷台数
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11QQ　　主要リリース製品主要リリース製品

日立デジタルTV Wooo

三菱FOMA D2101V

松下電送システム（株）
Lモード「UF-L3WCL」 「UF-L3CL」

（株）スクウェア
プレイオンラインViewer
（for PS2）

SONY

BSデジタルハイビジョンチューナー

NetFront for ⊿
（NECインターチャネル）

KDDI @mail アルパイン（カーナビ）
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２２QQ　　主要リリース製品主要リリース製品

N504i F251i D251iF504i D504i

KGT i-mode端末
（N530i ）

KDDI@mail端末
（京セラTK21）

シャープ Lモード
(UX-W30CL/UX-W30CW)

キヤノン　Lモード
（CF-VL10）

パイオニア Lモード
(TF-LP900F )

Sprint向け端末
（SCP-4900 ）
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３３QQ　　主要リリース製品主要リリース製品

SONY
CLIE PEG-NX70V

Fujitsu Pocket 
LOOX /FLX2H Sharp　ザウルス

コミュニケーション
アダプター

N251i
（NEC)

F671is
（Fujitsu）

FOMA T2101V
（Toshiba）

R692i
（Nihon-Musen）

松下電送システム
「KX-L6CL/KX-L6CW」

シャープ
「fappy(ファッピィ)」

九州松下
おたっくす

Sharp　ザウルス
「SL-B-500」

　Sharp　ザウルス
「SL-C700」

カシオ
KDDIムービー携帯
「A5302CA」

N504is
（NEC）
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４４QQ以降　主要リリース製品以降　主要リリース製品

東芝
欧州向け携帯電話「TS21i」
台湾向け携帯電話「T535i」

NEC
FOMA端末「N2051」

富士通
FOMA端末「F2051」

京セラ製　「TK23」

カシオ計算機
ムービー携帯「A5302CA」

パナソニック
GPRS対応携帯電話

欧州版GD87、中国語版GD88

シャープ（株）製
パーソナルモバイルツール

ザウルス　「SL-B-500」 「SL-C700」

NEC Lモード対応ファクシミリ
「SPL-S50W」 パナソニック　モバイル　コミュニケーション

HDDカーナビゲーションシステム　「CN-HD9000WD」

Panasonic
FOMA端末「P2102V」
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2．創業からの歩みと
今後に向けた課題
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創業からの歩み創業からの歩み
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当期利益（百万円）

社員数（人）
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55

2,039

3,229

4,064
（現在）

青字：資本金（百万円）

売上・当期利益
（百万円）

社員数（人）
本社単体での業績および従業員の推移

2001.2.26　東証マザーズ上場

1999.2　iモード端末発売
（Compact　NetFront搭載）

1999　初めて第三者割当増資

1997 Compact　NetFront リリース

1996　ｲﾝﾀｰﾈｯﾄTV発売

1995　NetFront ﾘﾘｰｽ

1986　TCP/IP開発

創　業
LOGO開発

1996 株式会社に変更

（見通し）
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注：　２０期（見込み）の特別損失は、
　　　社員増に伴うオフィス拡張による１０００万円
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売上・損益の経緯（連結）
売上
（百万円）

営業損益/投資損
（百万円）

投資損＝特別損失＋持分法投資損失

▼ここから連結決算

マザーズ上場

（見通し）

注：２０期（見込み）の特別損失は、
　　社員増に伴うオフィス拡張による１０００万円
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マスプロダクション型組織への変遷（～マスプロダクション型組織への変遷（～2003/12003/1））

コア
ソフトウェア

製品 製品 製品

ＳＤＫ*

コア
ソフトウェア

製品製品

ＳＤＫ

・・・製品製品

ＳＤＫ

・・・

標準
ｿﾌﾄｳｪｱ

標準
ｿﾌﾄｳｪｱ

標準
ｿﾌﾄｳｪｱ

製品製品

ＳＤＫ

・・・

ACCESS

R&D 開発
本部

営業
本部

企画
本部

本部長室

第１
ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄ
開発部

第２
ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄ
開発部

第３
ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄ
開発部

基盤
開発部

注１）　FTC：Field Technical Center
注２）　SS部：Solution System部

コア
ソフトウェア

製品 製品 製品

コア
ソフトウェア

コア
ソフトウェア

ACCESS

R&D 開発部 営業部

Ｒ＆Ｄ： ４名
開発部： ３０名

当初の体制 ～2001/1 ～2002/1

ACCESS

R&D 開発
本部

営業
本部
企画
本部

基盤
開発
本部

FTC
（注１）

第１
ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄ
開発部

第２
ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄ
開発部

第３
ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄ
開発部

開発
管理部
（QA等）

SS
部
（注２）

開発
推進室

前期の変更
（2002/2～）

lグローバルに
戦略立て、リソ
ース・情報を共
有していく機能
を新設（グロー
バル事業推進室）

l開発全体を管理・
推進する機能を
強化
（開発推進部）

l品質管理の
責任を持つ新た
な部署を設置
（品質管理部）

l社外・社内のコ
ミュニケーショ
ンを一元管理す
る機能（CC室）

Ｒ＆Ｄ： １１名
開発本部： ６５名
（うちプロダクト開発部： ２９名）
（うち基盤開発部： ３６名）

Ｒ＆Ｄ： １７名
開発本部： ８１名
基盤開発本部： ３６名

*SDK=Software
Development

Kit
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設定目標と達成状況設定目標と達成状況

上場時（18期初）にお約束したこと

l ２年目（１９期）で単体黒字

l ３年目（２０期）で連結黒字化を達成

l 四半期ごとの売上平準化

上場１年後（19期初）に新たにお約束したこと

l １年後（１９期）に連結黒字化へ。

19期での連結黒字は達成できず
①　ロイヤリティーのぶれ

l 通期計画策定の段階でも、ロイヤリティーについ

ては保守的に見積もっていたが、予想以上に出荷

が延びなかったことが一つの要因

⇒今期は、よりコンサバな計画を策定

②　先行開発案件の増大

l まず開発ありき。

作ってしまえば、売上はどうにかなるという思考

に基づく案件により研究開発費が増大し、収益を

圧迫する結果に

⇒売上と紐付けるべき案件は、営業ドリブン・営業

コミットメントの下で推進。

研究開発費は純粋な“R&D”のために。

売上平準化は一時的に達成。

しかし、ここ当面は下期寄りの計画に
l 案件の大型化（開発期間が長くなる）により、下

期に売上が偏る傾向あり

l その分、見通しは立てやすくなっているので、計

画のぶれは少なくなってきている



16Copyright ©2003 ACCESS.CO.,LTD. 

１９１９期総括期総括

営業面

①　既存事業の着実な推進

②　新規市場の積極的な開拓

③　海外市場の実績獲得

開発面

①　案件の推進

②　開発管理、品質管理体制の強化

管理面

①　予実管理の徹底

②　人事制度改革の推進

○　大枠順調に進められた

×　新たな市場への取り組みは、まだ不十分

○　国際 i-modeでは、キャリアへのコンサルティ

ング等も含めて、主導権を取って進められた

×　その他、China Unicom, Sprint案件など一定

の成果はあったが、まだまだ実績不足

○　増加する案件をどうにかこなすことができた

○　納期・予算管理は、確実に推進できる体制に

△　一層の品質向上、顧客満足度向上のための

　　開発方法論・仕組み作りは今後の課題

○　国内における月次での計画管理は確実に定着

×　連結での計画管理、海外におけるガバナンス

　　の強化は今後の課題。

×　検討はしたものの、具体的な成果なし。

　　今後に向けた、大きな残課題
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海外子会社における課題と方針海外子会社における課題と方針

連結での計画管理、海外におけるガバナンスの強化は今後の課題連結での計画管理、海外におけるガバナンスの強化は今後の課題

海外子会社における今期事業展開に関する大方針

l 海外子会社全体で、通期（２００３年１月～１２月）での

黒字化達成

l なお、US子会社については、二ヶ月続けて計画（累積の売上・

損益）が下回った場合には、即座に事業縮小、リストラを含

めた、対応措置を取る

大きな課題
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• 前期から進めてきた具体案件の
獲得により、計画通り、事業推進
できる体制になってきた

• 海外キャリア、および、メーカー
向けのトータルなコンサルティン
グ機能が、事業推進上不可欠

• 開発、および、営業を進めてきたが、
今現在としては、業界での強いポジ
ションを取れているとはいえない
状況

• サーバ事業に対する、投資とリター
ン、および、回収期間を再度精査し
て進めるべきという認識

クライアント事業 サーバー事業

l クライアント事業単体として、
確実に収益を出していく

l ACCESSグループの事業として、や
らなければならない事業ドメインで
あることには変わらない

l ただし、その進め方に改善余地があ
ることは確かであり、今後は本社主
導でグローバルに連携して進める
－スキル、知識の一元管理も重要
－リソースの有効活用も必須

USUS子会社の対応方針子会社の対応方針

US子会社（ACCESS Systems America）
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今期の体制変更（今期の体制変更（2003/22003/2～）～）

研究開発室 経営企画室
コンテンツ
事業統括室

社長室
グローバル
事業推進室

品質
管理部

開発
推進部

ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ
開発本部

基盤開発
本部
企画本部 営業本部

人事部総務部 法務部
情報
ｼｽﾃﾑ部

ｿﾘｭｰｼｮﾝ
ｼｽﾃﾑ部
デザイン
企画部

ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ室

経理部

ACCESS

営業企画
本部

ACCESS

開発本部
研究開発
本部

管理本部
法務・知財
本部

経営企画
本部

2002/2～2003/12002/2～2003/1

2003/2～現在2003/2～現在

グローバル
事業統括本部

US子会社
（ASA)

ﾖｰﾛｯﾊﾟ子会社
（ASE)

中国子会社
（ASC)

US子会社
（ASA)

ﾖｰﾛｯﾊﾟ子会社
（ASE)

中国子会社
（ASC)

ｱｼﾞｱﾊﾟｼﾌｨｯｸ
ﾊﾞｰﾁｬﾙｶﾝﾊﾟﾆｰ

注：アジアパシフィック・バーチャルカンパニーは、
本社内組織であるが、収益性を海外子会社と同様に管理していく
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会議体の運営について会議体の運営について

取締役会

経営会議

各本部会議 各本部会議 各本部会議 ・・・

グローバル
コミッティー

（役割）

• 実質的な議論と経営判断

• 経営課題の認識および対策

（役割）

• 経営執行の監査

• 経営事項の最終的な決議

（役割）

• 海外を含めたACCESSグループ全体
としての課題討議、および、対策
案の検討

（メンバー）

• 社長、副社長、常勤取締役、
本部長（７名）

（メンバー）

• 社長、副社長、取締役、監査役

（メンバー）

• 社長、副社長、常勤取締役、グローバ
ル事業統括本部長、海外子会社社長、
その他必要メンバー
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事業ステージの変遷事業ステージの変遷

Ⅱ.シェア拡大
フェーズ

Ⅱ.シェア拡大
フェーズ

Ⅳ.収益拡大フェーズⅣ.収益拡大フェーズⅠ.市場立上げ
フェーズ

Ⅰ.市場立上げ
フェーズ

ネット家電
市場規模

時間

★

200220012000199919981997 2003

現在

l とにかく実際の製
品を世の中に出し、
ネット家電の可能
性を証明しながら、
自ら市場を作って
いく段階

l “デファクト”と
なるために、まず
はシェアを拡大し
ていくべき段階

l 体制整備に
伴い、収益を
拡大していく段階

l 価格交渉力も
ＵＰし、単価上昇

l 急拡大する市場に
対応するため、
“マスプロダクショ
ン型”の開発体制
作りに注力

Ⅲ．量産対応
フェーズ

Ⅲ．量産対応
フェーズ

2004

海外展開強化

l 海外展開および
周辺事業を強化し、
収益力を一層強化
していく段階
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3．子会社事業の現状と今後について
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ACCESS Systems AmericaACCESS Systems Americaの展開の展開

• Sprint PCS向け
三洋ハンドセット
（SCP-4900）
へのNetFront3.0搭載

• Palmへの包括的ブラウザライセ
ンス契約を締結。
今後、ロイヤリティー収入が発生

• その他多くの具体案件進行中

• Telcel（ベネゼエラのキャリア：
Bell Southグループ）向けに、
トータルソリューションを提供

• Bell Southグループ全体におけ
るトライアル案件として位置付
けられており、今後グループ内
の他のキャリアへの展開を実施
予定

• その他、南米キャリア等との複
数のEnd-to-End案件が進行中

クライアント事業 サーバー事業

ACCESS Systems America
（US, Fremont）

l クライアント事業においては、
今期より黒字化可能

l 万が一、二ヶ月続けて業績が計
画を下回るような場合は、本社
営業リソースの活用と併せた現
地人員の削減等、成長スピード
に合わせたリストラ策も実施す
べく、既にコンティンジェンシー
プランを推進中

l 今までのように子会社（ASA)
で閉じてサーバ開発を行うので
はなく、本社主導で行い、グルー
プで連携して推進する形へ軌道
修正

l マーケットインの発想で、収益
に見合う規模で進めていく方向
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ACCESS Systems AmericaACCESS Systems Americaの展開の展開

l クライアント事業単独では、今期の黒字化可能。

l ただし、万が一、二ヶ月連続で計画を下回るような状況になった場
合、成長に合わせたリストラ策を打つことで、ASA単体での黒字化
を死守できるよう、既にそのためのコンティンジェンシープランも
推進中（本社営業リソースを活用して、現地人員を減らす・・・等
の対策を想定）

ACCESS Systems Americaの今後の方針（まとめ）

クライアント事業

l 子会社主導から本社主導での開発に切り替え、マーケットインの
発想で、収益に見合う範囲で推進

l 戦略的に重要な、クライアントソフトウェアと連携したサーバコ
ンポーネントについては、本社研究開発部隊との連携を強化

サーバ事業
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ACCESS Systems EuropeACCESS Systems Europeの展開の展開

ACCESS Systems Europe
（ドイツ：オーバーハウゼン）

国際 i-mode端末へのソフトウェア搭載（ブラウザ＋JAVA）
l 既にスタートしたKPNグループ、KGT（台湾）のi-modeサービス向け

携帯電話へのソフトウェア開発を継続中。また、サムソンを初めと

する、新機種への搭載も決定。

l 今春開始予定のTelefonica向け開発も推進中

l NEC、サムソン等のハンドセットへ、ブラウザと合わせて、Java

（JV-Lite2 Wireless Edition）も提供することに決定

Nokia Series 60 （S60）へのブラウザ提供開始
l S60向けのNetFrontv3.0を開発済み

l 既にホームページからの無償ダウンロードを開始し、今後の全世界

のS60プラットフォーム対応ハンドセット用に、さまざまな形での拡

販を推進

MMSクライアントの提供
l MMS（Multimedia Messaging Service）用のクライアントソフトウェア

を開発

l ヨーロッパ、中国語圏での発売が開始されたPanasonic製携帯電話へ搭

載開始。今後、Vodafoneをはじめ、今後いくつかのキャリア向けに出

荷される見通し
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ACCESS ChinaACCESS Chinaの展開の展開

ACCESS China
（北京）

主な営業活動実績

China Unicomとの包括契約
l CDMA１X方式のマルチメディアメッセージング

用ソフトウェアの唯一の提供企業として承認さ

れた

l China Unicom向け端末開発メーカーへのソフト

ウェア提供を実施

l 現時点において、モトローラ、サムソンを初め

とする１４社との契約を締結済み

本社開発済みの製品＋α（言語対応等）での事業推進により、

今期はACCESS China単体で黒字化見通し。

（ただし、China Unicomと同様の包括ディールが取れた場合のみ、

人員増による今期コスト増の可能性はあり。）
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アクセスパブリッシング事業の狙いアクセスパブリッシング事業の狙い

アクセスパブリッシングアクセスパブリッシング
＝コンテンツアグリゲート事業＝コンテンツアグリゲート事業

プリント

メディア

②マルチデバイスを対象とし②マルチデバイスを対象とし
たコンテンツ供給ビジネスたコンテンツ供給ビジネス
（アナログ＋デジタル）（アナログ＋デジタル）

新型端末へのフィットサービス供給

メディアミックス型コミュニケーション

広告宣伝・販売促進・店舗集客

顧客サービス・顧客囲い込み

③端末・各種メディア・③端末・各種メディア・
コンテンツを組合せた実験コンテンツを組合せた実験
的・先鋭的なビジネス創出的・先鋭的なビジネス創出

①①ACCESSACCESSグループ事業とグループ事業と

のシナジーでビジネス創出のシナジーでビジネス創出

ACCESS本社とのシナジーの創出、および、

今後のデジタル事業への展開が大きな課題

ACCESS本社とのシナジーの創出、および、

今後のデジタル事業への展開が大きな課題
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アクセスパブリッシング事業の推進状況アクセスパブリッシング事業の推進状況

出版事業 デジタルコンテンツ事業

東京カレンダー 東京情緒食堂 生本

＋

l 東京カレンダー（月刊誌）を軸に、
順調に読者を拡大・確保

l 来期は、出版事業単体として赤字を
出さないことを必達事項として、事
業を推進

今期は、通期での黒字化を必達事項とし、
かつ、デジタル事業での収益拡大を目指す

今期は、通期での黒字化を必達事項とし、
かつ、デジタル事業での収益拡大を目指す

デジタルコンテンツ案件も、順次拡大中

l カーナビ向け（日産、HONDA、
パイオニア）のコンテンツ配信

l ドコモ向け動画コンテンツ配信
l SONYstyle.com向けコンテンツ企画
l 東京電力による家庭向け向けコンテンツの
企画・製作

l DDI-P Club-H”向けコンテンツ提供

カーナビ向け
コンテンツ配信

ドコモ向け
動画コンテンツ配信
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アクセスパブリッシング事業の方針アクセスパブリッシング事業の方針

l 今期は第３四半期、第４四半期で黒字化、および、通期での黒字化を
達成できる見通し

l ただし、万が一、以下の４つのポイントについて計画を達成できない
場合は、事業存続についての断固たる決断を実施

①上期トータルでの赤字（当期利益ベース）は、２０００万円以内

②第３四半期、および、第４四半期の黒字達成（当期利益ベース）

③通期での黒字達成（当期利益ベース）

④デジタル事業売上が通期売上（出版事業＋デジタル事業）の
１０％以上

アクセスパブリッシング事業の今期方針
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４．今期の位置付けと
収益体質強化に向けた課題と対策
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市場背景から見た今期の位置付け市場背景から見た今期の位置付け

携帯電話

家庭内
ネット家電

その他

2002 2003 2004 2005 2006

FOMA本格化

ホームネットワーク・
ＩＰ電話　本格化へ・・・

• 地上波デジタル本格普及

• ネット対応カーナビ普及
• 車載ＬＡＮ　　等

現在
★

急激な市場拡大は
２００４年から・・・

今期（２０期）＝市場拡大を控えた体制整備のタイミング

• 次世代携帯、ネット家電の普及による市場拡大の大きな波に備え、
確実に収益を上げていくことのできる体制を構築することが重要

海外GPRS(2.5G)普及

海外３Ｇ本格化

デジタルテレビ普及• ADSL普及
• 光ファイバー普及　等

ブロードバンド普及

車のネット化
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収益体質強化に向けた課題と対策収益体質強化に向けた課題と対策

l ２１期から予想される急激

な市場拡大に備え、やみく

もな規模の拡大路線ではな

く、グループとして確実に収

益をあげていくことのできる

基礎体力をつけることを主

眼としていく

l 営業企画体制の強化、およ

び、内部管理体制の強化を

軸に、体制固めを行ってい

く方針

２０期の方針 体制面での課題と対策

１．営業企画体制の強化
l ソフトウェア営業だけでなく、それによって可能になるビジ

ネスモデル全体を見据えた上での包括的な提案が一層

求められる市場に対して、顧客にとって価値のある企画

提案を行える体制に強化

l グループ内での営業情報の一元把握を通じて、グローバ

ルに連携した営業活動を推進

２．開発体制の強化
l スピーディーかつコスト面、クオリティー面で競争力のある

開発体制を構築

l マーケットの拡大にあわせた臨機応変なリソース配分を

可能にする柔軟な体制を実現し、更なる強化を推進

l 各地域の特色・得意分野を生かした、グローバルなリソー

スの最適活用、分業体制を推進

３．内部体制の強化
l グローバルでの市場拡大に対応していくための、効率的

なグループ経営を実現するための仕組み作り、および、

人材教育などを含めた企業としてのインフラ作りを推進


